
 

 

 

 

 

 

 

＜基準モデル＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道目梨郡羅臼町北海道目梨郡羅臼町北海道目梨郡羅臼町北海道目梨郡羅臼町    
 



１ 財務書類整備の目的 

  発生主義・複式簿記などの企業会計手法による財務書類の作成・活用を通じて、資産・

債務に関する情報開示と適切な管理を一層進めることを目的としています。 

 

２ 作成の基準等 

  新地方公会計制度改革に伴い、総務省より発表された『新地方公会計制度研究会報告

書』（以下「報告書」とします。）』に基づき、次の基本的前提により作成していきます。 

 

① 選択モデル 

報告書では、「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」の２つの作成方法が示され

ましたが、当町では、より正確な財政状況の把握が可能な「基準モデル」を選択し、

作成しています。 

基準モデル 

複式簿記で記帳した帳簿に基づいて、財務諸表を作成

する考え方を基本とする方式で、当初の段階ですべての

固定資産を洗い出し、公正価値に基づき評価します。 

総務省方式改訂モデル 

 決算統計をはじめ、決算書などの既存の資料を使用し

て財務諸表を作成する考え方を基本とする方式で、段階

的に固定資産を評価、複式簿記を導入します。 

 

② 作成財務諸表 

作成する財務諸表は、『貸借対照表』、『行政コスト計算書』、『純資産変動計算書』、『資

金収支計算書』の４つを作成しています。 

貸借対照表 

（ＢＳ） 

年度末時点における資産、負債及び純資産の残高を

示すもの。 

行政コスト計算書 

（ＰＬ） 

 当該年度における行政活動に伴う費用と収益の取

引高を示すもの。 

純資産変動計算書 

（ＮＷＭ） 

 当該年度における純資産とその内部構成の変動を

示すもの。 

資金収支計算書 

（ＣＦ） 
 当該年度における資金の支出と収入を示すもの。 

 

  ③ 作成基準日等 

・作成基準日は、会計年度の最終日である平成２６年３月３１日とし、平成２５年４

月１日から平成２６年５月３１日までの出納整理期間の収支については、基準日まで

に終了したものとして処理しています。 

  ・各財務諸表中の記載額は、百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           ・北海道市町村備荒資金組合 

           ・後期高齢者医療広域連合 などの一部事務組合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

致しない場合があります。 

  ④ 対象となる会計 

   新地方公会計制度では、普通会計・公営事業会計を対象とする「単体財務書類」及

びその他の関連団体を含めた「連結財務書類」を作成することとされていますが、そ

の他の関連団体（連結対象団体）により財務書類の作成モデルが異なることや、決算

情報の提供がないことから、当町では、単体財務書類までの作成としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・一般会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国民健康保険事業特別会計 

       ・介護保険事業特別会計 

       ・後期高齢者医療事業特別会計 

       ・国民健康保険診療所事業特別会計 

       ・水道事業会計 

連 結 会 計 

単 体 会 計 

普 通 会 計 

公営事業会計 



３　平成２５年度羅臼町財務諸表（単体会計）

（１）貸借対照表（ＢＳ）

　　年度末（平成２６年３月３１日）に保有する①資産、②負債、③純資産を表示したものです。

H24 H25 H24 H25

1 金融資産 2,744 3,102 1 流動負債 549 557

　資金 362 183 　未払金及び未払費用 9 9

　金融資産（資金を除く） 2,382 2,918 　前受金及び前受収益 0 0

　　　債権 395 350 　引当金 43 44

　　　有価証券 0 0 　預り金（保管金等） 5 2

　　　投資等 1,987 2,569 　公債（短期） 491 503

2 非金融資産 14,062 13,557 　短期借入金 0 0

　事業用資産 9,380 8,985 　その他流動負債 0 0

　　　有形固定資産 9,380 8,984 2 非流動負債 6,518 6,213

　　　無形固定資産 0 0 　公債 5,408 5,156

　　　棚卸資産 0 0 　借入金 0 0

　インフラ資産 4,682 4,572 　責任準備金 0 0

　引当金 1,092 1,029

　その他非流動負債 18 29

負債合計 7,067 6,771

純資産合計 9,739 9,888

資産合計 16,806 16,659 負債及び純資産合計 16,806 16,659

資産の部 負債の部

純資産の部

（単位：百万円）

①資産：学校、公園、道路など、将来の世代に引継ぐ社会資本や、投資、基金など、将来現金化する
ことが可能な財産

②負債：町債（公債）や退職給付引当金など、将来の世代の負担となるもの
③純資産：過去の世代や、国・道が負担した将来返済しなくてよい財産

これまでに羅臼町では、１６，６５９百万円の資産を形成してきています（資産の部）。この１６，６５９百

万円のうち、９，８８８百万円が過去の世代や国・道の負担で既に支払いが済んでいるもの（純資産の

部）で、６，７７１百万円が町債などの将来の世代が負担していくことになるもの（負債の部）になります。

これらを町民１人当たりに換算すると、資産が２，９５４千円、負債が１，２０１千円になります。

平成２５年度は、資産の部で財政調整基金等の基金へ積立てを行いましたが、減価償却額が大きく、

資産合計が前年度より減少しました。



（２）行政コスト計算書（ＰＬ）

　　１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみの収集に係る経費など、
　資産形成につながらない行政サービスに要したコストを①人件費、②物件費、
　③経費、④業務関連費用、⑤移転支出に区分して表示したものです。

H24 H25

1 2,559 2,415

927 859

788 789

651 618

193 149

2 移転支出 2,442 2,378

0 0

2,235 2,174

207 204

0 0

　経常費用合計（総行政コスト） 5,002 4,793

1 経常業務収益 444 379

　(1)業務収益 405 341

　(2)業務関連収益 39 38

　経常収益合計 444 379

△ 4,558 △ 4,414

　(4)その他の移転支出

　(2)補助金等移転支出

（単位：百万円）

　(1)他会計への移転支出

純経常費用（純行政コスト）

経常業務費用

　(1)人件費

　(2)物件費

　(3)経費

　(4)業務関連費用

　(3)社会保障関係費等移転支出

①人件費：議員報酬や職員給与、退職給付費用など
②物件費：備品や消耗品、施設等の維持補修に係る経費や、減価償却費など

③経費 ：委託料や使用料、手数料、広告料など
④業務関連費用 ：町債償還の利子、一時借入金利子など
⑤移転支出 ：町民への補助金や扶助費など

平成２５年度の経常費用合計は、４，７９３百万円で、経常収益合計のうち、３７９百万円

については、行政サービスに対する対価として町民の皆様などの負担により賄っていま

すが、残りの４，４１４百万円については、町税や地方交付税などで賄っています。

４，４１４百万円を町民１人当たりに換算すると７８３千円になります。



（３）純資産変動計算書（ＮＷＭ）

　　純資産（過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてよい財産）が平成２５年度中
　にどのように増減したかを「１．財源の変動の部」、「２．資産形成充当財源変動の部」、
　「３．その他の純資産の変動の部」に区分して表示したものです。

１．財源変動の部

（1）財源の使途

　　①純経常費用への財源措置

　　②固定資産形成への財源措置

　　③長期金融資産形成への財源措置

　　④その他の財源の使途

（2）財源の調達

　　①税収

　　②社会保険料

　　③移転収入

　　④その他の財源の調達

２．資産形成充当財源変動の部

（1）固定資産の変動

（2）長期金融資産の変動

（3）評価・換算差額等の変動

３．少数株主持分の変動の部

４．その他の純資産の変動の部

期首純資産残高

（単位：百万円）

△ 107 73

5,703 5,270

4,558 4,414

9,739

H25

10,134

H24

625 116

392 612

128 126

5,595 5,343

788 781

575 564

3,560 3,360

633 638

△ 287 75

72 △ 506

314 581

△ 672 0

0 0

9,739 9,888期末純資産残高

当期変動額

△ 1 0

△ 395 149

１．財源変動の部 ：行政コスト計算書に計上されない財源の流入出を表す。
(1)財源の使途 ：財源を行政コスト計算書に計上されない固定資産形成や長期金融資産形成など、

どのようなものに使ったかを表す。
(2)財源の調達 ：町税や地方交付税などの一般財源や、国・道補助金など行政コスト計算書に計上

されない財源。

２．資産形成充当財源の変動の部：財源を将来世代も利用可能な固定資産、長期金融資産にどの程
度使ったかを表す。

(1)固定資産の変動：当該年度に学校、道路などの社会資本を取得した額と、過去に取得した社会資
本の経年劣化等に伴う減少額を表す。

(2)長期金融資産の変動 ： 基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度における増減を表す。
(3)評価・換算差額等の変動 ： 固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益や評価損を表す。

平成２５年度の純資産は、９，８８８百万円となり、前年度から１４９百万円の増額

となりました。

大きな要因としては、基金への積立を行ったことによるものです。



（４）資金収支計算書（ＣＦ）

　　1年間の資金の増減を「１ 経常的収支」、「２ 資本的収支」、「３ 財務的収支」
　に区分し、金額を表示したもので、どのような活動に資金が必要であったかを表して
　います。

期末資金残高 362 183

（単位：百万円）

当期資金収支額 △ 40 △ 178
期首資金残高 401 362

　   ②借入金収入 0 0
　   ③その他の財務的収入 14 10

  （2）財務的収入 616 245
　   ①公債発行収入 602 235

　   ①支払利息支出 123 113
　   ②元本償還支出 537 498

 ３．財務的収支 △ 44 △ 366
  （1）財務的支出 660 610

　   ③その他資本処分収入 1 1
基礎的財政収支 4 187

　   ①固定資産売却収入 9 0
　　 ②長期金融資産償還収入 81 32

　   ③その他資本形成支出 1 0
  （2）資本的収入 90 33

　   ①固定資産形成支出 625 97
　   ②長期金融資産形成支出 392 612

 ２.資本的収支 △ 927 △ 676
  （1）資本的支出 1,017 709

  　 ③経常業務収益収入 441 377
　   ④移転収入 3,600 3,361

　   ①租税収入 793 783
　   ②社会保険料 573 557

　   ②移転支出 2,442 2,378
  （2）経常的収入 5,407 5,078

  （1）経常的支出 4,476 4,215
  　 ①経常業務費用支出 2,034 1,837

H25H24
 １.経常的収支 931 864

１.経常的収支：行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの

２.資本的収支：学校、公園、道路などの資産形成や、投資、貸付金などの収入、支出など

３.財務的収支：町債、借入金などの借入、償還など

平成２５年度の資金収支額は、１７８百万円の不足を生じ、資金残高は１８３百万円になり

ました。
これは、基金への積立を行ったことが主な要因となっています。



（５）４つの財務諸表からわかること

　H24年度数値

・社会資本の整備結果を示す事業用資産およびインフラ資産の合計額のうち、
地方債残高の割合を見ることで、今後の将来世代によって負担される割合を
見ることができます。高い数値ほど、将来の世代が負担する割合が高いこと
を表します。

・総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を見ることで、財務の安定性を
見ることができます。企業でいう自己資本比率に相当し、この比率が高いほど
財政状況が健全であると言えます。

・純資産に対する負債の割合を表すもので、この指標が低いほど財政状況が健全
であると言えます。

２．社会資本形成の世代間比率（地方債残高＋未払金）÷（公共資産＋投資等）

(789)
783行政コスト

(1,224)
1,201負債

H24年度
25.04%

H25年度
23.52%

比較
△ 1.52

72.56% 68.47% △ 4.09

H24年度 H25年度 比較
57.95% 59.36% 1.41

３．純資産比率（純資産 ÷ 総資産）

４．負債比率（負債 ÷ 純資産）

１．町民１人当たりの資産と負債、行政コスト（単位：千円）

H24年度 H25年度 比較

(2,911)
2,954資産

※H26.3.31現在の住民基本台帳人口（5,639人）による。下段（　）内は、

平成２５年度は、基金に積立を行ったこと等により、純資産比率が増加したほか、起債を抑制し

たことにより、負債比率が減少しました。
今後は、歳入の約半分を占める交付税が減少していく見込みのため、厳しい財政運営となるこ
とが予想されていることから、さらなる歳出の抑制及び自主財源の確保に努めていかなければ
なりません。

＜まとめ＞＜まとめ＞＜まとめ＞＜まとめ＞



○用語解説 

 

１ 貸借対照表 

（１）資金         歳計現金や普通預金など 

（２）債権         未収金や貸付金など将来的に資金となるもの 

（３）投資等        有価証券や出資金、出えん金、基金、積立金など 

 （４）事業用資産      公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の 

               資産（例：学校、公営住宅） 

 （５）インフラ資産     道路、河川等の社会基盤となる資産 

 （６）公債         町が資産形成する時などに発行する町債 

 

２ 行政コスト計算書 

 （１）他会計への移転支出  特別会計への繰出金などの財政支出 

 （２）純経常費用      総行政コストから経常業務収益を引いたもの 

 

３ 純資産変動計算書 

 （１）期首純資産残高    前年度末の純資産の額 

 （２）評価・換算差額等の変動 資産の再評価による損益、無償受入れによる資産の増加 

 

４ 資金収支計算書 

 （１）長期金融資産形成支出 貸付金、有価証券、基金、積立金に係る支出 

 （２）元本償還支出     町債（公債）や借入金の元本償還に係る支出 



【様式第6号】

会計
年度

（単位：千円）

【資産の部】
１．金融資産 3,101,642 F=D+E

資金 183,433 E
金融資産（資金を除く） 2,918,209 D=A+B+C

債権 349,590 A
税等未収金 271,746
未収金 72,327
貸付金 505
その他の債権 1,932
(控除)貸倒引当金 3,079

有価証券 0 B
投資等 2,568,619 C

出資金 29,681
基金・積立金 2,538,938

財政調整基金 1,031,135
減債基金 456,748
その他の基金・積立金 1,051,054

その他の投資 0
２．非金融資産 13,556,899 M=J+K+L

事業用資産 8,984,723 J=G+H+I
有形固定資産 8,984,496 G

土地 2,266,429
立木竹 0
建物 5,909,107
工作物 491,061
機械器具 0
物品 317,899
船舶 0
航空機 0
その他の有形固定資産 0
建設仮勘定 0

無形固定資産 227 H
地上権 0
著作権・特許権 0
ソフトウェア 0
電話加入権 227
のれん 0
その他の無形固定資産 0

棚卸資産 0 I
インフラ資産 4,572,176 K

公共用財産用地 179,882
公共用財産施設 4,228,961
その他の公共用財産 163,333
公共用財産建設仮勘定 0

繰延資産 0 L
資産合計 16,658,541 N=F+M

【負債の部】
１．流動負債 557,113 O

未払金及び未払費用 9,391
前受金及び前受収益 0
引当金 44,164

賞与引当金 44,164
預り金（保管金等） 206
公債（短期） 503,353
短期借入金 0
その他の流動負債 0

２．非流動負債 6,213,484 P
公債 5,156,081
借入金 0
責任準備金 0
引当金 1,028,758

退職給付引当金 1,028,758
その他の引当金 0

負ののれん 0
その他の非流動負債 28,645

負債合計 6,770,597 Q=O+P

【純資産の部】
財源 431,582 R
資産形成充当財源（調達源泉別） (313,247) S

税収 1,698,740
社会保険料 0
移転収入 524,294
公債等 473,427
その他の財源の調達 (3,009,708)
評価・換算差額等 0

少数株主持分 0 T
その他の純資産 9,769,609 U

開始時未分析残高 9,770,348
その他純資産 (739)

純資産合計 9,887,944 V=R+S+T+U

負債・純資産合計 16,658,541 W=Q+V

単体貸借対照表（BS)単体貸借対照表（BS)単体貸借対照表（BS)単体貸借対照表（BS)
単体会計
平成25年



【様式第7号】

会計
年度

（単位：千円）

【経常費用】
１．経常業務費用 2,415,025 E=A+B+C+D

①人件費 858,674 A
議員歳費 (1,240)
職員給料 567,853
賞与引当金繰入 44,164
退職給付費用 46,627
その他の人件費 201,271

②物件費 789,158 B
消耗品費 110,294
維持補修費 111,683
減価償却費 478,400
その他の物件費 88,781

③経費 617,831 C
業務費 14,294
委託費 483,721
貸倒引当金繰入 51,039
その他の経費 68,777

④業務関連費用 149,362 D
公債費（利払分） 112,785
借入金支払利息 2
資産売却損 0
のれん償却額 0
その他の業務関連費用 36,576

２．移転支出 2,377,981 F
①他会計への移転支出 0
②補助金等移転支出 2,174,067
③社会保障関係費等移転支出 203,535
④その他の移転支出 379

経常費用合計（総行政コスト） 4,793,006 G=E+F

【経常収益】
経常業務収益 378,657 J=H+Ｉ

①業務収益 341,147 H
自己収入 341,099
その他の業務収益 48

②業務関連収益 37,510 Ｉ
受取利息等 1,653
資産売却益 53
負ののれん償却額 0
その他の業務関連収益 35,805

経常収益合計 378,657 K=J

【少数株主利益（または少数株主損失）】 0 L

純経常費用（純行政コスト） (4,414,349) M=(K-G)-L

単体行政コスト計算書（PL）単体行政コスト計算書（PL）単体行政コスト計算書（PL）単体行政コスト計算書（PL）
単体会計
平成25年



【様式第8号】

会計
年度

（単位：千円）

前期末残高 1,587,859 (1,229,505) 358,354 1,151,579 0 545,005 534,773 (2,619,981) 0 (388,624) 0 9,770,348 (739) 9,769,609 9,739,338

当期変動額 0

Ⅰ．財源変動の部 308,621 (235,393) 73,228 73,228

１．財源の使途 5,034,352 235,393 5,269,745 5,269,745

①純経常費用への財源措置 4,189,851 224,498 4,414,349 4,414,349

②固定資産形成への財源措置 105,581 10,895 116,476 116,476

事業用資産形成への財源措置 25,634 10,895 36,529 36,529

インフラ資産形成への財源措置 79,947 0 79,947 79,947

③長期金融資産形成への財源措置 612,427 0 612,427 612,427

④その他の財源の使途 126,494 0 126,494 126,494

直接資本減耗 125,401 125,401 125,401

その他財源措置 1,093 1,093 1,093

２．財源の調達 5,342,974 5,342,974 5,342,974

①税収 781,231 781,231 781,231

②社会保険料 563,807 563,807 563,807

③移転収入 3,360,046 3,360,046 3,360,046

他会計からの移転収入 0 0 0

補助金等移転収入 3,192,325 3,192,325 3,192,325

国庫支出金 2,732,116 2,732,116 2,732,116

都道府県等支出金 460,209 460,209 460,209

市町村等支出金 0 0 0

その他の移転収入 167,721 167,721 167,721

④その他の財源の調達 637,890 637,890 637,890

固定資産売却収入（元本分） 0 0 0

長期金融資産償還収入（元本分） 32,512 32,512 32,512

その他財源調達 605,378 605,378 605,378

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 547,160 0 (20,710) (61,346) (389,726) 0 75,378 75,378

１．固定資産の変動 (449) 0 (20,710) (61,346) (423,125) 0 (505,631) (505,631)

①固定資産の減少 449 0 20,710 72,241 532,519 0 625,919 625,919

減価償却費・直接資本減耗相当額 449 0 18,096 55,947 529,309 0 603,801 603,801

除売却相当額 0 0 2,615 16,294 3,210 0 22,119 22,119

②固定資産の増加 0 0 0 10,895 109,394 0 120,289 120,289

固定資産形成 0 0 0 10,895 105,581 0 116,476 116,476

事業用資産 0 0 0 10,895 25,634 0 36,529 36,529

インフラ資産 0 0 0 0 79,947 0 79,947 79,947

無償所管換等 0 0 0 0 3,813 0 3,813 3,813

２．長期金融資産の変動 547,610 0 0 0 33,399 0 581,008 581,008

①長期金融資産の減少 0 0 0 0 32,512 0 32,512 32,512

②長期金融資産の増加 547,610 0 0 0 65,910 0 613,520 613,520

３．評価・換算差額等の変動 0 0 0 0 0 0 0 0

①評価・換算差額等の減少 0 0 0 0 0 0 0 0

再評価損 0 0 0 0 0 0 0 0

その他評価額等減少 0 0 0

②評価・換算差額等の増加 0 0 0

再評価益 0 0 0

その他評価額等増加 0 0 0

Ⅲ．少数株主持分変動の部 0 0

１．少数株主持分の減少 0 0

２．少数株主持分の増加 0 0

Ⅳ．その他の純資産変動の部 0 0 0 0

１．開始時未分析残高 0 0 0

２．その他純資産の変動 0 0 0 0

その他純資産の減少 0 0 0

その他純資産の増加 0 0 0

当期変動額合計 308,621 (235,393) 73,228 547,160 0 (20,710) (61,346) (389,726) 0 75,378 0 0 0 0 148,606

当期末残高 1,896,480 (1,464,898) 431,582 1,698,740 0 524,294 473,427 (3,009,708) 0 (313,247) 0 9,770,348 (739) 9,769,609 9,887,944

その他の財源の調達

単体会計
平成25年

財源余剰 税収
開始時未分析残

高
評価・換算差額

等
社会保険料 移転収入 公債等

資産形成充当財
源合計

単体純資産変動計算書（NWM）単体純資産変動計算書（NWM）単体純資産変動計算書（NWM）単体純資産変動計算書（NWM）

財源
財源合計

少数株主持分
合計

その他の純資産
その他の純資産

合計
純資産合計

資産形成充当財源

その他純資産
未実現財源

消費



【様式第9号】

会計
年度

（単位：千円）

【経常的収支区分】【経常的収支区分】【経常的収支区分】【経常的収支区分】
Ⅰ．経常的収支

１．経常的支出 4,214,502 C=A+B
①経常業務費用支出 1,836,521 A

人件費支出 920,845
物件費支出 310,758
経費支出 570,011
業務関連費用支出（財務的支出を除く） 34,907

②移転支出 2,377,981 B
他会計への移転支出 0
補助金等移転支出 2,174,067
社会保障関係費等移転支出 203,535
その他の移転支出 379

２．経常的収入 5,078,085 H=D+E+F+G
①租税収入 782,684 D
②社会保険料収入 557,134 E
③経常業務収益収入 377,017 F

経常収益収入 340,718
業務関連収益収入 36,299

④移転収入 3,361,251 G
他会計からの移転収入 0
補助金等移転収入 3,192,325
その他の移転収入 168,926

経常的収支 863,583 Ｉ=H-C

【資本的収支区分】【資本的収支区分】【資本的収支区分】【資本的収支区分】
Ⅱ．資本的収支

１．資本的支出 708,874 N=J+K+L+M
①固定資産形成支出 96,526 J
②長期金融資産形成支出 612,348 K
③連結の範囲の変更を伴う出資・出捐支出 0 L
④その他の資本形成支出 0 M

２．資本的収入 32,565 S=O+P+Q+R
①固定資産売却収入 54 O
②長期金融資産償還収入 32,190 P
③連結の範囲の変更を伴う出資・出捐償還収入 0 Q
④その他の資本処分収入 322 R

資本的収支 (676,309) T=S-N

基礎的財政収支基礎的財政収支基礎的財政収支基礎的財政収支 187,274 U=I+T

【財務的収支区分】【財務的収支区分】【財務的収支区分】【財務的収支区分】
Ⅲ．財務的収支

１．財務的支出 610,372 X=V+W
①支払利息支出 112,787 V

公債費（利払分）支出 112,785
借入金支払利息支出 2

②元本償還支出 497,585 W
公債費（元本分）支出 475,393

公債（短期）元本償還支出 372,879
公債元本償還支出 102,514

借入金元本償還支出 0
短期借入金元本償還支出 0
借入金元本償還支出 0

その他の元本償還支出 22,193
２．財務的収入 244,810 AB=Y+Z+AA

①公債発行収入 235,393 Y
公債(短期）発行収入 0
公債発行収入 235,393

②借入金収入 0 Z
短期借入金収入 0
借入金収入 0

③その他の財務的収入 9,417 AA
財務的収支 (365,561) AC=AB-X

当期資金収支額 (178,287) AD=U+AC
期首資金残高 361,721 AE
期末資金残高 183,433 AF=AD+AE

単体資金収支計算書（CF)【3区分形式】単体資金収支計算書（CF)【3区分形式】単体資金収支計算書（CF)【3区分形式】単体資金収支計算書（CF)【3区分形式】
単体会計
平成25年
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